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( 1 ) ちまたで言われるほど弁護士業界での弁護士の将来についての見方が悲観
的なわけでもない。2010 弁護士実態調査報告書によれば職業生活の満足度
項目で、74% が満足、不満は 10% にとどまる。(P178) また経済的に恵ま
れているについては満足 55.5%、不満足が 15.1% にとどまる。これを登録 5
年以内に限定しても満足 54.6% 不満 17.6% と全体数値とあまり変わらない。
2010 年度調査から 3 年もたっている調査であるから現時点ではいくつかの
数値が変動してこようがここ直近の統計では以上のものであり、ちまたで言
われるほど困窮がはじまったわけではない。
( 2 ) 司法試験合格者 3000 人の政府目標がついに撤回された。おそらくこの
撤回をうけて、日弁連がようやく会内の合意にこぎつけた合格者 1500 人
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( 3 ) このサラ金関係訴訟は弁護士にとどまらず特に簡裁代理権をえた司法書士
にとっても一種のバブル現象に過ぎないのでこれを分析の対象にすることは
妥当な分析を妨げると考えた。
( 4 ) 弁護士白書 2012 年版 p118







( 6 ) 弁護士白書 2012 版 p105 (2012. 3. 31 時点統計) 弁護士会別弁護士数とそ
の内訳をみると、全国の弁護士総数 32088 のうち、東京 6681第一東京 4102
第二東京 1293 である。
( 7 ) 2014 年度に簡裁事物管轄が 140万円に改訂されたのでそれ以後の事件数
を検討した。




( 9 ) 過払金返還事件の割合を控除したもので、サラ金関係以外の事件数をしめ
す。コンマ以下切り捨てをした。
(10) こうした数字は一般から見れば驚くべき事件数の少なさであろうが、サラ
金関係の事件をのぞけばここ 10 年おおむね 30000 件程度で推移しているよ
うである。
(11) 東京地裁の過払い金割合をそのまま流用した。




(13) 弁護士白書 2012 年版 p59 弁護士会別弁護士一人に対応する家事事件
数比較





(17) 平成 13 年 10月 1 日現在
(18) 自由と正義 2011臨時増刊号 Vol62、調査時点は 2010 年 3月〜7月




(20) 同書のコメントによると、2000 年調査では収入の平均値 500万、中央値
700万の減少とされている。ただこれらは、同書にも触れられているように
2000 年調査が弁護士外収入を含んでいなかったという調査である。
(21) 回答を大きさの順に並べたときに中央にくるケース値 同 p15





値は弁護士白書 2012 年版 P121

















































(39) Managing the Nonprofit Oraganization 1990
(40) ピーター・ファーディナンド・ドラッカー (Peter Ferdinand Drucker










































書 P229によると、全国的数値として、苦情件数 9764 件の内、最も多い苦
情が「対応・態度」として 2678 件と約 28%を占める。


















あるが、ようやく徐々に拡大しつつある。2012 年 6月 1 日現在の統計に





企業内弁護士について、最近は相当の増加傾向にある。2002 年に 79 名








































・総合労働相談件数 106万 7,210 件 (前年度比 3.8% 減)
→うち民事上の個別労働紛争相談件数 25万 4,719件 (同 0.6% 減)
・助言・指導申出件数 10,363 件 (同 8.1% 増)
























平成 18 年度 877
平成 19年度 1494
平成 20 年度 2052




























19年度 375 (対前年度) 1,144 (対前年度) 7,146 (対前年度) 1,563 (対前年度)
20 年度 481 (28.3%) 1,047 (△ 8.5%) 8,457 (18.3%) 2,417 (54.6%)
21 年度 503 (4.6%) 1,085 (3.6%) 7,821 (△ 7.5%) 3,531 (46.1%)
22 年度 397 (△ 21.1%) 919 (△ 15.3%) 6,390 (△ 18.3%) 3,313 (△ 6.2%)
23 年度 393 (△ 1.0%) 909 (△ 1.1%) 6,510 (1.9%) 3,721 (12.3%)
(注 1) あっせんを行う労働委員会は、15 年度以降 44労委。東京都、兵庫県、福岡県では、労
委はあっせんを行っていない。



















































































すでに 2010 年からは 3万件をこえている。後見人の約 7割は親族が選























































































































































































(56) 自由と正義 2011 年 10月号「特集 1、地方自治体で活躍する法曹有資格
者」同 2006 年 8月号特集 2 任期付公務員


















(62) 平成 24 年度の相談、助言・指導、あっせんの概況
(63) 総合労働相談の状況
(64) 厚生労働省 中央労働委員会 個別労働紛争の取扱状況 他機関とのあっ
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れた。1 年の時限立法であったが何回か延長され、平成 25 年 3 月終了に
なった。法令番号平成 21 年 12月 3 日法律第 96 号
(67) 平成 25 年 3月 31 日に期限満了により終了
(68) ｢中小企業円滑化法、3月末で終了 5万社が倒産リスク 銀行の貸し渋り
が障害」2013. 3. 29 サンケイ








































































































































































(107) 日弁連調査室の見解である。(日弁連 HP 会員専用ページ弁護士法等
Q&A (調査室)
Q2．弁護士は税務代理等の税理士の業務をすることができるでしょうか。


















なお、弁護士法 3条 2 項は、弁護士がそのままの資格で税理士業務を行う
ことができることを規定したにとどまり、弁護士が税理士と称するためには、
所定の手続を経て税理士名簿に登録することが必要です。
(108) 拙稿「弁護士による行政庁の調査、質問の立会い業務」産大法学 43 (1)
(109) 日弁連調査室の見解である。(日弁連 HP 会員専用ページ弁護士法等
Q&A (調査室)
Q3．弁護士は特許出願等の弁理士の業務をすることができるでしょうか。
Ａ．A2 で述べたところと同様、弁理士業務についても弁護士という資格
のままで行うことができます。また、弁理士と称するためには、弁理
士名簿への登録を要することも同様です。
(110) 私の属する事務所でも商標登録程度なら若手弁護士が行っている。
(111) 外国映画ではよく弁護士が幼少年者の財産を保管する仕事をしているこ
とがよく見られる。それが「大いなる遺産」のように小説や映画の振り付け
になっている場合さえある。おそらく欧米では弁護士が財産をあずかるとい
う制度は定着した制度なのであろう。
(112) 財産管理自体は取締法があるわけではない。多くは宅建業法とか、金融
商品法とか、信託業法とかの関わりが検討されなければならないが、本稿の
目的ではないので触れない。
(113) 私を含め弁護士の多くが経験するケースであるが、高齢者が詐欺師でも
ない知人に頼まれて会社の運転資金を融通するケースがある。こうした経営
者は資金繰りに窮しているから詐欺師以上にその個人的人間関係を利用して
善良な高齢者から資金を引き出す。一般的な手法はます 10万程度の金を 1
週間といって借りて約束通り返済する、次は信じ込んだ高齢者に数百万単位
の資金を借りる。その直後に破産宣告するのはまだ良い方で大概は行方不明
になる。こうして単純に高齢者は他人を信用して老後の資金を奪われる。
(114) 法定化された制度ではないので監督を行う機関があるわけではないが、
弁護士が個人事業としてあずかる場合でも第三者の弁護士や公認会計士など
126 (713)
の監査を依頼することは必要であろう。
(115) 資料として提供することはできないが筆者の友人の弁護士でも 100名の
依頼をうけて専従の事務員を雇って財産管理契約をしている弁護士がいる。
弁護士大量増員時代の弁護士にもいくらでも仕事はあるということの見本で
あろう。
第三章 司法研修所の要件事実教育は弁護士実務に有用か
いくつか、新たな弁護士の業務類型ないし、ビジネスモデルを追求して
きた。それぞれ、何年後かには、弁護士の主要なジャンルの一つとして定
着し、増大する弁護士の定型業務となっているであろう。
そこで、これらを見てみるに共通の事柄がある。それはその大半が訴訟
外、裁判所外で行われるであろう業務であるということである。
そこでは、従来弁護士が主戦場としてきた、法律の解釈や、事実認定な
どいう所からは大きく離れている。つまり、今、司法研修所で弁護士であ
るために必要とされている要件事実教育などはこうした新型業務に携わる
弁護士とって必要な能力とはおよそかけ離れたところにあるということで
ある。現在の弁護士養成、法曹養成は歴史上も司法研修所が機構上裁判所
の管轄にあるというところから教育科目、試験科目が裁判実務に偏重され
たものになっている。しかし、将来それらは弁護士が取り扱う業務のごく
一部に過ぎなくなっているであろう。関係者からは要件事実教育だけをし
ているのではないという意見も当然出てこようが、司法研修所の卒業試験
たる二回試験が要件事実教育で訴訟手続きの試験でしかないということは
事実である
(116)
。そして、それらの教育科目が、裁判をする裁判所にとっては
必要なものであろうが、その後の多様な、訴訟とあまり関係ない業務を抱
える弁護士にとってさほど有用なものであるのか疑わしい
(117)
。弁護士が法律
を基礎におく業務であるし、法律を基礎におくことは必要であるが、現状
では裁判だけに役に立つ要件事実教育、裁判実務教育に偏重しすぎている
としか言いようがない
(118)
。おそらく弁護士の将来は、裁判所以外のところに
かなり重点が移るはずであるから、司法研修所教育も試験科目からそれ以
127(712)
外の科目以外へと変化させていくべきであろう。
注
(116) 高校教育も、大学院教育も卒業後の試験に合格して初めて値打ちがある
となれば畢竟生徒学生は試験科目にしか興味を持たない。
(117) 弁護士の訴訟実務にとっても要件事実教育がそれほど必要な知識である
か疑わしい。
(118) 教育を受ける弁護士志望の司法修習生にとって重要事は一に就職二に二
回試験であろう。
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